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(57)【要約】
【課題】プレーナーゲートが採用された炭化珪素半導体
装置において、オン抵抗を低下させる技術を提供する。
【解決手段】　炭化珪素半導体装置１は、炭化珪素の半
導体基板１００、半導体基板１００の上面１００ａの一
部に対向するプレーナーゲート３０及び半導体基板１０
０の上面１００ａの他の一部から半導体基板１００内に
向けて伸びるトレンチＴＲ内に設けられているアキュム
レーション用トレンチゲート４０を備える。プレーナー
ゲート３０は、半導体基板１００の上面１００ａにおい
て、ソース領域１４とドリフト領域１２を隔てるボディ
領域１３に対向するように配置されている。アキュムレ
ーション用トレンチゲート４０は、半導体基板１００内
において、ドリフト領域１２を介してボディ領域１３に
対向するように配置されている。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　炭化珪素の半導体基板と、
　前記半導体基板の上面の一部に対向するプレーナーゲートと、
　前記半導体基板の前記上面の一部から前記半導体基板内に向けて伸びるトレンチ内に設
けられているアキュムレーション用トレンチゲートと、を備え、
　前記半導体基板は、
　　前記上面に露出する第１導電型のソース領域と、
　　前記ソース領域を覆うとともに前記上面に露出する第２導電型のボディ領域と、
　　前記ボディ領域を覆うとともに前記上面に露出する第１導電型のドリフト領域と、を
有し、
　前記プレーナーゲートは、前記半導体基板の前記上面において、前記ソース領域と前記
ドリフト領域を隔てる前記ボディ領域に対向するように配置されており、
　前記アキュムレーション用トレンチゲートは、前記半導体基板内において、前記ドリフ
ト領域を介して前記ボディ領域に対向するように配置されている、炭化珪素半導体装置。
【請求項２】
　前記半導体基板の前記上面の結晶面が、Ｓｉ面である、請求項１に記載の炭化珪素半導
体装置。
【請求項３】
　前記アキュムレーション用トレンチゲートの側面のうちの前記ボディ領域に対向する側
面が接する前記トレンチの側面の結晶面が、ａ面又はｍ面である、請求項２に記載の炭化
珪素半導体装置。
【請求項４】
　前記ドリフト領域は、前記アキュムレーション用トレンチゲートの側面に接する高濃度
ドリフト領域を有しており、
　前記高濃度ドリフト領域のドーパント濃度は、前記ボディ領域の下方に存在する前記ド
リフト領域の部分のドーパント濃度よりも濃くなるように構成されている、請求項１～３
のいずれか一項に記載の炭化珪素半導体装置。
【請求項５】
　前記プレーナーゲートと前記アキュムレーション用トレンチゲートは、一体で形成され
ている、請求項１～４のいずれか一項に記載の炭化珪素半導体装置。
【請求項６】
　前記プレーナーゲートと前記アキュムレーション用トレンチゲートは、絶縁分離されて
おり、
　前記プレーナーゲートと前記アキュムレーション用トレンチゲートは、異なる電圧が印
加可能に構成されている、請求項１～４のいずれか一項に記載の炭化珪素半導体装置。
【請求項７】
　前記アキュムレーション用トレンチゲートは、ドーパントが導入されている半導体部と
、前記半導体部を被覆する絶縁被覆部を有しており、
　前記半導体部のドーパント濃度が、前記半導体基板の厚み方向に沿って、深くなるほど
低下するように構成されている、請求項１～６のいずれか一項に記載の炭化珪素半導体装
置。
【請求項８】
　前記半導体基板の前記上面に接する上面電極をさらに備え、
　前記ソース領域は、
　　前記半導体基板の前記上面に露出するとともに、前記上面電極に接する接触面を含む
コンタクトソース部と、
　　前記半導体基板の前記上面に露出するとともに、前記半導体基板の前記上面に対して
直交する方向から観測したときに、前記コンタクトソース部から突出する複数の突出ソー
ス部と、を有し、
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　前記アキュムレーション用トレンチゲートは、前記半導体基板の前記上面に対して直交
する方向から観測したときに、隣り合う前記突出ソース部の間に侵入するように配置され
ている、請求項１～７のいずれか一項に記載の炭化珪素半導体装置。
【請求項９】
　前記ソース領域及び前記ドリフト領域に含まれるドーパントの種類が窒素又はリンであ
り、
　前記ボディ領域に含まれるドーパントの種類がアルミニウムである、請求項８に記載の
炭化珪素半導体装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本明細書で開示する技術は、プレーナーゲートを備える炭化珪素半導体装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　炭化珪素の半導体基板を利用する半導体装置の開発が進められている。炭化珪素は、シ
リコンに比して絶縁破壊電界強度が大きい。このため、炭化珪素半導体装置では、所望の
耐圧を確保しながらドリフト領域の厚みを薄くすることができる。これにより、炭化珪素
半導体装置では、極めて低いドリフト抵抗が実現される。
【０００３】
　炭化珪素半導体装置では、ドリフト抵抗が極めて低いことから、オン抵抗に占めるチャ
ネル抵抗の割合が高くなっている。このため、炭化珪素半導体装置では、オン抵抗をさら
に低下させるために、チャネル抵抗を低下させる技術の必要性が増している。
【０００４】
　例えば、特許文献１は、プレーナーゲートを採用するとともに、半導体基板の上面にキ
ャリア移動度が高い面を選択する技術を開示する。これにより、特許文献１は、チャネル
抵抗が低下した炭化珪素半導体装置を提供する。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２０１０－４１０２１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　炭化珪素半導体装置では、プレーナーゲートを採用することで、チャネル抵抗が低下す
る。しかしながら、プレーナーゲートを採用すると、隣り合うボディ領域で挟まれるドリ
フト領域（本明細書では、ＪＦＥＴ部ともいう）の電流経路が、ボディ領域から伸びる空
乏層によって狭くなり、この部分の抵抗が高くなるという問題がある。
【０００７】
　本明細書は、プレーナーゲートが採用された炭化珪素半導体装置において、オン抵抗を
低下させる技術を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本明細書で開示する半導体装置の一実施形態は、炭化珪素の半導体基板、半導体基板の
上面の一部に対向するプレーナーゲート及び半導体基板の上面の一部から半導体基板内に
向けて伸びるトレンチ内に設けられているアキュムレーション用トレンチゲートを備える
。半導体基板は、第１導電型のソース領域、第２導電型のボディ領域及び第１導電型のド
リフト領域を有する。ソース領域は、半導体基板の上面に露出する。ボディ領域は、ソー
ス領域を覆うとともに半導体基板の上面に露出する。ドリフト領域は、ボディ領域を覆う
とともに半導体基板の上面に露出する。プレーナーゲートは、半導体基板の上面において
、ソース領域とドリフト領域を隔てるボディ領域に対向するように配置されている。アキ
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ュムレーション用トレンチゲートは、半導体基板内において、ドリフト領域を介してボデ
ィ領域に対向するように配置されている。
【０００９】
　上記実施形態の炭化珪素半導体装置では、プレーナーゲートで誘起される反転層を介し
て流れたキャリアが、アキュムレーション用トレンチゲートの側面に誘起される蓄積層を
介して流れることができる。これにより、上記実施形態の炭化珪素半導体装置は、低オン
抵抗の特性を有することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】実施例の炭化珪素半導体装置の要部断面図を模式的に示しており、図２のI-I線
に対応した要部断面図である。
【図２】実施例の炭化珪素半導体装置の要部断面図を模式的に示しており、図１のII-II
線に対応した要部断面図である（半導体基板の要部平面図でもある）。
【図３】変形例の炭化珪素半導体装置の要部平面図を模式的に示す。
【図４】変形例の炭化珪素半導体装置の要部断面図を模式的に示す。
【図５】変形例の炭化珪素半導体装置の要部断面図を模式的に示す。
【図６】変形例の炭化珪素半導体装置の要部断面図を模式的に示す。
【図７】変形例の炭化珪素半導体装置の要部断面図を模式的に示す。
【図８】変形例の炭化珪素半導体装置の要部断面図を模式的に示す。
【図９】変形例の炭化珪素半導体装置の要部断面図を模式的に示す。
【図１０】変形例の炭化珪素半導体装置の要部断面図を模式的に示す。
【図１１】変形例の炭化珪素半導体装置の要部平面図を模式的に示す。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　以下、本明細書で開示される技術の特徴を整理する。なお、以下に記す事項は、各々単
独で技術的な有用性を有している。
【００１２】
　本明細書で開示する炭化珪素半導体装置としては、ＭＯＳＦＥＴ（Metal Oxide Semico
nductor Field Effect Transistor）及びＩＧＢＴ（Insulated Gate Bipolar Transistor
）が例示される。これらの炭化珪素半導体装置の一実施形態は、炭化珪素の半導体基板、
半導体基板の上面の一部に対向するプレーナーゲート及び半導体基板の上面の一部から半
導体基板内に向けて伸びるトレンチ内に設けられているアキュムレーション用トレンチゲ
ートを備えていてもよい。半導体基板は、第１導電型のソース領域、第２導電型のボディ
領域及び第１導電型のドリフト領域を有していてもよい。ソース領域は、半導体基板の上
面に露出する。ボディ領域は、ソース領域を覆うとともに半導体基板の上面に露出する。
ドリフト領域は、ボディ領域を覆うとともに半導体基板の上面に露出する。これにより、
半導体基板の上層部には、ソース領域とボディ領域とドリフト領域で構成されるＮＰＮ構
造又はＰＮＰ構造が設けられている。プレーナーゲートは、半導体基板の上面において、
ソース領域とドリフト領域を隔てるボディ領域に対向するように配置されている。これに
より、プレーナーゲートは、半導体基板の上面において、ボディ領域に反転層を形成する
ことができる。アキュムレーション用トレンチゲートは、半導体基板内において、ドリフ
ト領域を介してボディ領域に対向するように配置されている。これにより、アキュムレー
ション用トレンチゲートは、ボディ領域に隣接するドリフト領域に蓄積層を形成すること
ができる。
【００１３】
　上記実施形態の炭化珪素半導体装置では、半導体基板の上面の結晶面がＳｉ面であって
もよい。この構成によると、半導体基板の上面とプレーナーゲートの接合界面において、
炭素（Ｃ）の存在が少なくなり、界面欠陥の発生が抑えられる。
【００１４】
　上記実施形態の炭化珪素半導体装置では、アキュムレーション用トレンチゲートの側面
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のうちのボディ領域に対向する側面が接するトレンチの側面の結晶面が、ａ面又はｍ面で
あってもよい。この構成によると、アキュムレーション用トレンチゲートの側面に形成さ
れる蓄積層におけるキャリア移動度が高くなる。
【００１５】
　上記実施形態の炭化珪素半導体装置では、ドリフト領域が、アキュムレーション用トレ
ンチゲートの側面に接する高濃度ドリフト領域を有していてもよい。高濃度ドリフト領域
のドーパント濃度は、ボディ領域の下方に存在するドリフト領域の部分のドーパント濃度
よりも濃くなるように構成されている。この構成によると、アキュムレーション用トレン
チゲートの側面に形成される蓄積層におけるキャリア密度が濃くなる。
【００１６】
　上記実施形態の炭化珪素半導体装置では、プレーナーゲートとアキュムレーション用ト
レンチゲートが一体で形成されていてもよい。この構成によると、アキュムレーション用
トレンチゲートの側面の蓄積層は、炭化珪素半導体装置がオンのときに形成され、炭化珪
素半導体装置がオフのときに消失する。このように、アキュムレーション用トレンチゲー
トの側面に蓄積層を形成するタイミングが炭化珪素半導体装置のスイッチング動作に同期
することにより、炭化珪素半導体装置は、低オン抵抗で高耐圧な特性を有することができ
る。
【００１７】
　上記実施形態の炭化珪素半導体装置では、プレーナーゲートとアキュムレーション用ト
レンチゲートが絶縁分離されていてもよい。プレーナーゲートとアキュムレーション用ト
レンチゲートは、異なる電圧が印加可能に構成されている。この構成によると、例えば、
アキュムレーション用トレンチゲートに印加されるオン電圧がプレーナーゲートに印加さ
れるオン電圧よりも低く調整されることで、アキュムレーション用トレンチゲートの底面
の電界集中が緩和される。
【００１８】
　上記実施形態の炭化珪素半導体装置では、アキュムレーション用トレンチゲートが、ド
ーパントが導入されている半導体部と、半導体部を被覆する絶縁被覆部を有していてもよ
い。この場合、半導体部のドーパント濃度が、半導体基板の厚み方向に沿って、深くなる
ほど低下するように構成されている。この構成によると、アキュムレーション用トレンチ
ゲートの底面の電界集中が緩和される。
【００１９】
　上記実施形態の炭化珪素半導体装置は、半導体基板の上面に接する上面電極をさらに備
えていてもよい。ソース領域は、コンタクトソース部及び複数の突出ソース部を有してい
てもよい。コンタクトソース部は、半導体基板の上面に露出するとともに、上面電極に接
する接触面を含む。突出ソース部は、半導体基板の上面に露出するとともに、半導体基板
の上面に対して直交する方向から観測したときに、コンタクトソース部から突出する。ア
キュムレーション用トレンチゲートは、半導体基板の上面に対して直交する方向から観測
したときに、隣り合う突出ソース部の間に侵入するように配置されている。この構成によ
ると、プレーナーゲートで誘起される反転層とアキュムレーション用トレンチゲートで誘
起される蓄積層の双方の密度が増加し、炭化珪素半導体装置は、極めて低オン抵抗な特性
を有することができる。
【００２０】
　上記実施形態の炭化珪素半導体装置では、ソース領域及びドリフト領域に含まれるドー
パントの種類が窒素（Ｎ）であり、ボディ領域に含まれるドーパントの種類がアルミニウ
ム（Ａｌ）であってもよい。これらのドーパントは、炭化珪素の半導体基板において、低
熱拡散性を有する。このため、ソース領域とボディ領域とドリフト領域で構成されるＮＰ
Ｎ構造又はＰＮＰ構造が微細なレイアウトとなり、低いチャネル抵抗が実現される。
【実施例１】
【００２１】
　図１に示されるように、炭化珪素半導体装置１は、ＭＯＳＦＥＴと称されるパワー半導
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体素子であり、半導体基板１００、半導体基板１００の下面１００ｂに接するドレイン電
極２２、半導体基板１００の上面１００ａの一部に接するソース電極２４、半導体基板１
００の上面１００ａの一部に対向するプレーナーゲート３０及び半導体基板１００の上面
の一部から半導体基板１００内に向けて伸びるトレンチＴＲ内に設けられているアキュム
レーション用トレンチゲート４０を備える。プレーナーゲート３０とアキュムレーション
用トレンチゲート４０は、一体で形成されており、断面Ｔ字形状となるように構成されて
いる。
【００２２】
　半導体基板１００は、４Ｈの炭化珪素を材料とする炭化珪素基板であり、上面１００ａ
の結晶面が｛０００１｝のＳｉ面である。図１に示されるように、半導体基板１００は、
ｎ型のドレイン領域１１、ｎ型のドリフト領域１２、ｐ型のボディ領域１３、ｎ型のソー
ス領域１４及びｐ型のボディコンタクト領域１５を有する。
【００２３】
　ドレイン領域１１は、後述するドリフト領域１２がエピタキシャル成長するための下地
基板でもあり、半導体基板１００の下面１００ｂに露出する。ドレイン領域１１は、ドレ
イン電極２２にオーミック接触する。一例では、ドレイン領域１１のドーパントは窒素（
Ｎ）であり、そのドーパント濃度が約１×１０18ｃｍ-3以上であるのが望ましい。
【００２４】
　ドリフト領域１２は、ドレイン領域１１上に設けられており、ドレイン領域１１とボデ
ィ領域１３の間に設けられており、ボディ領域１３を覆うように構成されている。また、
ドリフト領域１２は、隣り合うボディ領域１３の間において、半導体基板１００の上面１
００ａに露出する。隣り合うボディ領域１３の間に配置されているドリフト領域１２の部
分は、ＪＦＥＴ部１２Ａという。ドリフト領域１２は、エピタキシャル成長技術を利用し
て、ドレイン領域１１の表面から結晶成長して形成される。具体的には、ドリフト領域１
２は、結晶面が｛０００１｝の炭化珪素基板（ドレイン領域１１に相当する）を用意した
後に、その炭化珪素基板の表面から結晶成長される。一例では、ドリフト領域のドーパン
トは窒素（Ｎ）であり、そのドーパント濃度が約１×１０15～１×１０17ｃｍ-3であるの
が望ましい。
【００２５】
　ボディ領域１３は、ドリフト領域１２上に設けられており、ソース領域１４及びボディ
コンタクト領域１５を覆うように構成されている。ボディ領域１３は、半導体基板１００
の上層部に配置されており、半導体基板１００の上面１００ａに露出する。ボディ領域１
３は、ＲＩＥ（Reactive Ion Etching）技術を利用して、半導体基板１００の上層部にト
レンチを形成した後に、エピタキシャル成長技術を利用して、そのトレンチ内に結晶成長
される。一例では、ボディ領域１３のドーパントはアルミニウム（Ａｌ）であり、そのド
ーパント濃度が、約１×１０17～１×１０18ｃｍ-3であるのが望ましい。
【００２６】
　ソース領域１４は、ボディ領域１３上に設けられており、半導体基板１００の上層部に
配置されており、半導体基板１００の上面１００ａに露出する。ソース領域１４は、ボデ
ィ領域１３によってドリフト領域１２から隔てられている。ソース領域１４は、イオン注
入技術を利用して、半導体基板１００の上層部にドーパントを導入して形成される。一例
では、ソース領域１４のドーパントは窒素（Ｎ）又はリン（Ｐ）であり、そのドーズ量が
約１×１０13～１×１０15ｃｍ-2であり、ピーク濃度が約１×１０19～５×１０20ｃｍ-3

であるのが望ましい。
【００２７】
　ボディコンタクト領域１５は、ボディ領域１３上に設けられており、半導体基板１００
の上層部に配置されており、半導体基板１００の上面１００ａに露出する。ボディコンタ
クト領域１５は、ソース電極２４にオーミック接触する。ボディコンタクト領域１５は、
イオン注入技術を利用して、半導体基板１００の上層部にドーパントを導入して形成され
る。一例では、ボディコンタクト領域１５のドーパントはアルミニウム（Ａｌ）であり、
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そのドーズ量が約１×１０11～１×１０13ｃｍ-2であり、ピーク濃度が約１×１０17～１
×１０18ｃｍ-3であるのが望ましい。
【００２８】
　図２に示されるように、半導体基板１００の上面１００ａに対して直交する方向（ｚ方
向）から観測したときに（以下、「平面視したときに」という）、半導体基板１００の上
面１００ａには、ドリフト領域１２のＪＦＥＴ部１２Ａ、ボディ領域１３、ソース領域１
４及びボディコンタクト領域１５がストライプ状に配置されている。この例では、ドリフ
ト領域１２のＪＦＥＴ部１２Ａ、ボディ領域１３、ソース領域１４及びボディコンタクト
領域１５がｙ軸方向に沿って伸びており、ｘ軸方向に沿って並んでいる。これにより、半
導体基板１００の上層部には、ドリフト領域１２のＪＦＥＴ部１２Ａ、ボディ領域１３及
びソース領域１４で構成されるＮＰＮ構造が設けられている。
【００２９】
　図１に示されるように、プレーナーゲート３０とアキュムレーション用トレンチゲート
４０は、断面Ｔ字形状となるように構成されている。本実施例では、断面Ｔ字形状の構造
体のうち、半導体基板１００の上面１００ａ上に配置される部分がプレーナーゲート３０
であり、半導体基板１００内に配置される部分がアキュムレーション用トレンチゲート４
０である。
【００３０】
　プレーナーゲート３０は、半導体基板１００の上面１００ａの一部に対向して設けられ
ており、ゲート電極３２及びゲート絶縁膜３４を有する。ゲート電極３２は、ゲート絶縁
膜３４を介して半導体基板１００の上面１００ａに対向しており、ドーパントを含むポリ
シリコンである。ゲート絶縁膜３４は、酸化シリコンである。プレーナーゲート３０は、
半導体基板１００の上面１００ａにおいて、ドリフト領域１２のＪＦＥＴ部１２Ａ、ボデ
ィ領域１３及びソース領域１４で構成されるＮＰＮ構造に対向するように配置されている
。
【００３１】
　アキュムレーション用トレンチゲート４０は、ドリフト領域１２のＪＦＥＴ部１２Ａに
形成されているトレンチＴＲ内に設けられており、半導体基板１００の上面１００ａから
半導体基板１００内に向けて伸びる。アキュムレーション用トレンチゲート４０は、ドリ
フト領域１２のＪＦＥＴ部１２Ａを介してボディ領域１３に対向する。図２に示されるよ
うに、アキュムレーション用トレンチゲート４０は、半導体基板１００を平面視したとき
に、ドリフト領域１２のＪＦＥＴ部１２Ａの範囲内に設けられており、ドリフト領域１２
のＪＦＥＴ部１２Ａに沿って伸びている。アキュムレーション用トレンチゲート４０の側
面のうちのボディ領域１３に対向する一対の側面４０Ｓａが接するトレンチＴＲの側面の
結晶面が、｛１１-２０｝のａ面又は｛１-１００｝のｍ面である。
【００３２】
　図１に示されるように、アキュムレーション用トレンチゲート４０は、ポリシリコン部
４２及び絶縁被覆部４４を有する。ポリシリコン部４２は、プレーナーゲート３０のゲー
ト電極３２に接しており、絶縁被覆部４４で被覆されており、ドーパントを含むポリシリ
コンである。絶縁被覆部４４は、酸化シリコンである。ポリシリコン部４２に含まれるド
ーパント濃度は、半導体基板１００の厚み方向（ｚ軸方向）に沿って、深くなるほど低下
するように構成されている。例えば、プレーナーゲート３０のゲート電極３２に選択的に
ドーパントを導入し、そのドーパントをアキュムレーション用トレンチゲート４０のポリ
シリコン部４２に熱拡散させることで、このようなドーパント分布が実現される。
【００３３】
　次に、図１を参照し、炭化珪素半導体装置１の動作を説明する。ドレイン電極２２に正
電圧が印加され、ソース電極２４が接地され、プレーナーゲート３０のゲート電極３２が
接地されていると、炭化珪素半導体装置１はオフである。
【００３４】
　ドレイン電極２２に正電圧が印加され、ソース電極２４が接地され、プレーナーゲート
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３０のゲート電極３２にソース電極２４よりも正となる電圧が印加されていると、炭化珪
素半導体装置１はオンである。このとき、ドリフト領域１２のＪＦＥＴ部１２Ａとソース
領域１４を隔てるボディ領域１３のうちのプレーナーゲート３０に対向する部分に反転層
が形成される。ソース領域１４から供給される電子は、その反転層を経由してドリフト領
域１２のＪＦＥＴ部１２Ａに達する。プレーナーゲート３０とアキュムレーション用トレ
ンチゲート４０は、一体で形成されている。このため、プレーナーゲート３０のゲート電
極３２に正電圧が印加されると、アキュムレーション用トレンチゲート４０のポリシリコ
ン部４２にも正電圧が印加される。これにより、アキュムレーション用トレンチゲート４
０に接するドリフト領域１２のＪＦＥＴ部１２Ａには、蓄積層が形成される。ドリフト領
域１２のＪＦＥＴ部１２Ａに達した電子は、その蓄積層及びボディ領域１３の下方に位置
するドリフト領域１２を経由して厚み方向に流れ、ドレイン領域１１に流れる。
【００３５】
　ドリフト領域１２のＪＦＥＴ部１２Ａは、隣り合うボディ領域１３の間に設けられてい
る。このため、アキュムレーション用トレンチゲート４０が設けられていない場合、ドリ
フト領域１２のＪＦＥＴ部１２Ａの電流経路は、ボディ領域１３から伸びる空乏層によっ
て狭くなり、この結果、この部分の抵抗が高くなる。炭化珪素半導体装置１では、ドリフ
ト領域１２のＪＦＥＴ部１２Ａにアキュムレーション用トレンチゲート４０が設けられて
いる。このアキュムレーション用トレンチゲート４０の側面には、電子密度が濃い蓄積層
が形成される。このため、炭化珪素半導体装置１では、アキュムレーション用トレンチゲ
ート４０の側面に形成される蓄積層を介して電流が流れることができるので、ドリフト領
域１２のＪＦＥＴ部１２Ａの抵抗が低くなる。この結果、炭化珪素半導体装置１は、低オ
ン抵抗の特性を有することができる。
【００３６】
　また、炭化珪素半導体装置１では、半導体基板１００の上面１００ａがＳｉ面である。
このため、半導体基板１００の上面１００ａとプレーナーゲート３０のゲート絶縁膜３４
の接合界面において、炭素（Ｃ）の存在を少なくすることができる。熱酸化技術を利用し
てゲート絶縁膜３４を半導体基板１００の上面１００ａに形成するときに、炭素（Ｃ）の
存在は界面欠陥を誘発する原因となる。炭化珪素半導体装置１では、半導体基板１００の
上面１００ａがＳｉ面であることから、界面欠陥の発生が抑えられた高品質なゲート絶縁
膜３４が形成される。このため、炭化珪素半導体装置１は、低チャネル抵抗の特性を有す
ることができる。
【００３７】
　その他、炭化珪素半導体装置１の特徴を列記する。
（１）炭化珪素半導体装置１では、アキュムレーション用トレンチゲート４０の一対の側
面４０Ｓａが接するトレンチＴＲの側面の結晶面が、ａ面又はｍ面である。この構成によ
ると、アキュムレーション用トレンチゲート４０の一対の側面４０Ｓａに形成される蓄積
層のキャリア移動度が高くなる。このように、炭化珪素半導体装置１では、プレーナーゲ
ート３０が対向する面にＳｉ面を選択し、アキュムレーション用トレンチゲート４０が対
向する面にａ面又はｍ面を選択することで、極めて低いオン抵抗が実現される。
（２）炭化珪素半導体装置１では、プレーナーゲート３０とアキュムレーション用トレン
チゲート４０が一体で形成されている。この構成によると、アキュムレーション用トレン
チゲート４０の側面の蓄積層は、炭化珪素半導体装置１がオンのときに形成され、炭化珪
素半導体装置１がオフのときに消失する。このように、アキュムレーション用トレンチゲ
ート４０の側面に蓄積層を形成するタイミングが、炭化珪素半導体装置１のスイッチング
動作に同期することができる。例えば、炭化珪素半導体装置１がオンのときに蓄積層が形
成されていないと、オン抵抗が低下しない。炭化珪素半導体装置１がオフとのきに蓄積層
が形成されていると、ドリフト領域１２とボディ領域１３の接合面から伸びる空乏層が半
導体基板１００の面内で不均一となり、耐圧が低下する。炭化珪素半導体装置１は、この
ような事態が生じないので、低オン抵抗で高耐圧な特性を有することができる。
【００３８】
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　図３に示される変形例の炭化珪素半導体装置２は、複数のアキュムレーション用トレン
チゲート４０が分散して配置されていることを特徴とする。特に、半導体基板１００を平
面視したときに、アキュムレーション用トレンチゲート４０が矩形状に構成されているの
で、一対の側面４０Ｓａと一対の側面４０Ｓｂが直交する関係にある。この例では、一対
の側面４０Ｓａに接するトレンチＴＲの側面の結晶面が｛１１-２０｝のａ面であり、一
対の側面４０Ｓｂに接するトレンチＴＲの側面の結晶面が｛１-１００｝のｍ面である。
この変形例の炭化珪素半導体装置２では、ドリフト領域１２のＪＦＥＴ部１２Ａにおける
蓄積層の密度が増大するので、ドリフト領域１２のＪＦＥＴ部１２Ａの抵抗が顕著に低下
する。
【００３９】
　図４に示される変形例の炭化珪素半導体装置３は、ドリフト領域１２がアキュムレーシ
ョン用トレンチゲート４０の側面に接する高濃度ドリフト領域１２ａを有することを特徴
とする。高濃度ドリフト領域１２ａのドーパント濃度は、ボディ領域１３の下方に存在す
るドリフト領域１２の部分のドーパント濃度よりも濃い。この変形例の炭化珪素半導体装
置３では、アキュムレーション用トレンチゲート４０の側面に形成される蓄積層の電子密
度が高くなるので、ドリフト領域１２のＪＦＥＴ部１２Ａの抵抗が低下する。
【００４０】
　図５に示される変形例の炭化珪素半導体装置４は、プレーナーゲート３０とアキュムレ
ーション用トレンチゲート４０が絶縁分離されていることを特徴とする。プレーナーゲー
ト３０のゲート電極３２に電気的に接続するパッドとアキュムレーション用トレンチゲー
ト４０のポリシリコン部４２に電気的に接続するパッドが別々に設けられており、プレー
ナーゲート３０のゲート電極３２とアキュムレーション用トレンチゲート４０のポリシリ
コン部４２は、異なる電圧が印加可能に構成されている。例えば、オン状態において、ア
キュムレーション用トレンチゲート４０のポリシリコン部４２に印加される電圧は、プレ
ーナーゲート３０のゲート電極３２に印加される電圧よりも低く調整されている。この変
形例の炭化珪素半導体装置４では、オン状態において、アキュムレーション用トレンチゲ
ート４０のポリシリコン部４２に印加される電圧が低く抑えられるので、アキュムレーシ
ョン用トレンチゲート４０の底面の絶縁被覆部４４における電界集中が緩和される。
【００４１】
　図６に示される変形例の炭化珪素半導体装置５は、アキュムレーション用トレンチゲー
ト４０の底面に接するｐ型の電界緩和領域１６が設けられていることを特徴とする。電界
緩和領域１６は、電位がフローティングであってもよく、ソース電極２４に電気的に接続
されていてもよい。また、図７に示される変形例の炭化珪素半導体装置６は、アキュムレ
ーション用トレンチゲート４０の底面の絶縁被覆部４４が側面の絶縁被覆部４４よりも厚
く構成されていることを特徴とする。これらの変形例の炭化珪素半導体装置５，６では、
アキュムレーション用トレンチゲート４０の底面の絶縁被覆部４４における電界集中が緩
和される。
【００４２】
　図８に示される変形例の炭化珪素半導体装置７は、アキュムレーション用トレンチゲー
ト４０が、ボディ領域１３よりも浅く設けられていることを特徴とする。この変形例の炭
化珪素半導体装置７では、オフ状態において、ボディ領域１３から伸びる空乏層によって
アキュムレーション用トレンチゲート４０の底面が良好に覆われるので、アキュムレーシ
ョン用トレンチゲート４０の底面の絶縁被覆部４４における電界集中が緩和される。また
、このような浅いアキュムレーション用トレンチゲート４０の例でも、図９に示される変
形例の炭化珪素半導体装置８のように、アキュムレーション用トレンチゲート４０の底面
に接するｐ型の電界緩和領域１６が設けられていてもよく、図１０に示される変形例の炭
化珪素半導体装置９のように、アキュムレーション用トレンチゲート４０の底面の絶縁被
覆部４４が側面の絶縁被覆部４４よりも厚く構成されていてもよい。これらの変形例の炭
化珪素半導体装置８，９では、アキュムレーション用トレンチゲート４０の底面の絶縁被
覆部４４における電界集中がさらに緩和される。
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【００４３】
　図１１に示される変形例の炭化珪素半導体装置１０は、半導体基板１００を平面視した
ときに、ソース領域１４が櫛歯状のレイアウトを有しており、アキュムレーション用トレ
ンチゲート４０も櫛歯状のレイアウトを有していることを特徴とする。ソース領域１４は
、コンタクトソース部１４ａ及び複数の突出ソース部１４ｂを有する。コンタクトソース
部１４ａは、半導体基板１００の上面１００ａに露出するとともに、ソース電極２４にオ
ーミック接触する接触面を含む（図１参照）。コンタクトソース部１４ａは、半導体基板
１００を平面視したときに、ｙ方向に沿って伸びる。複数の突出ソース部１４ｂの各々は
、平面視したときに、矩形の共通形状であり、コンタクトソース部１４ａが伸びるｙ方向
に対して直交するｘ方向に沿ってコンタクトソース部１４ａから突出する。複数の突出ソ
ース部１４ｂは、ｙ方向に沿って等間隔に配置されている。このように、ソース領域１４
は、平面視したときに、櫛歯状の形態を有する。
【００４４】
　図１１に示されるように、アキュムレーション用トレンチゲート４０は、半導体基板１
００を平面視したときに、Ｘ方向に沿って反対向きに突出する複数の突出部４０ａを有す
る櫛歯状の形態を有する。アキュムレーション用トレンチゲート４０の複数の突出部４０
ａの各々は、平面視したときに、Ｙ方向に隣り合う突出ソース部１４ｂの間に侵入するよ
うに構成されている。即ち、アキュムレーション用トレンチゲート４０の複数の突出部４
０ａを含む櫛歯とソース領域１４の複数の突出ソース部１４ｂを含む櫛歯が交互に噛み合
うように配置されている。また、ｙ軸方向において、アキュムレーション用トレンチゲー
ト４０の突出部４０ａとソース領域１４の突出ソース部１４ｂの間には、ボディ領域１３
とドリフト領域１２のＪＦＥＴ部１２Ａが配置されている。このように、変形例の炭化珪
素半導体装置１では、ドリフト領域１２のＪＦＥＴ部１２Ａ、ボディ領域１３及びソース
領域１４で構成されるＮＰＮ構造がｙ軸方向にも構成されており、このＮＰＮ構造に対し
てもプレーナーゲート３０（図１参照）が対向する。
【００４５】
　図１１に示される変形例の炭化珪素半導体装置１０では、櫛歯状のソース領域１４が設
けられていることで、半導体基板１００を平面視したときに、蛇行するようにＮＰＮ構造
が構成されている。このため、ＮＰＮ構造は、チャネル長が短く、チャネル幅が長い。こ
の結果、変形例の炭化珪素半導体装置１０では、チャネル抵抗が極めて低い。また、ボデ
ィ領域１３に含まれるドーパントのアルミニウム（Ａｌ）、ドリフト領域１２及びソース
領域１４に含まれるドーパントの窒素（Ｎ）は、炭化珪素の半導体基板１００において、
低熱拡散性を有しており、ほとんど熱拡散しない。このような低熱拡散性は、炭化珪素基
板に固有の特徴である。変形例の炭化珪素半導体装置１０では、このような低熱拡散性の
特徴を利用して、チャネル長が短く且つチャネル幅が長い微細なＮＰＮ構造が実現されて
いる。
【００４６】
　さらに、変形例の炭化珪素半導体装置１０では、櫛歯状のソース領域１４と櫛歯状のア
キュムレーション用トレンチゲート４０が噛み合うようなレイアウトを有している。この
ため、ＮＰＮ構造の反転層を経由してドリフト領域１２のＪＦＥＴ部１２Ａに達した電子
は、アキュムレーション用トレンチゲート４０の側面に形成される蓄積層に効率的に流れ
る。このため、変形例の炭化珪素半導体装置１０は、極めて低いオン抵抗の特性を有する
ことができる。
【００４７】
　以上、本発明の具体例を詳細に説明したが、これらは例示に過ぎず、特許請求の範囲を
限定するものではない。特許請求の範囲に記載の技術には、以上に例示した具体例を様々
に変形、変更したものが含まれる。また、本明細書または図面に説明した技術要素は、単
独であるいは各種の組合せによって技術的有用性を発揮するものであり、出願時請求項記
載の組合せに限定されるものではない。また、本明細書または図面に例示した技術は複数
目的を同時に達成し得るものであり、そのうちの一つの目的を達成すること自体で技術的
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【符号の説明】
【００４８】
１１：ドレイン領域
１２：ドリフト領域
１３：ボディ領域
１４：ソース領域
１５：ボディコンタクト領域
２２：ドレイン電極
２４：ソース電極
３０：プレーナーゲート
３２：ゲート電極
３４：ゲート絶縁膜
４０：アキュムレーション用トレンチゲート
４２：ポリシリコン部
４４：絶縁被覆部
１００：半導体基板
ＴＲ：トレンチ

【図１】 【図２】
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【図５】 【図６】
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【図９】 【図１０】
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